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統 計 デ ー タバ ン ク に つ い て
古 瀬 大 六
1.社 会科学におけ る統計 デ ータの重要性
社会科学もまた,経 験科学であるとい う点においては,自 然科学 と異なる
ものではない。限 られた経験に基いて論理的な矛盾を含まないさまざまな理
論体系(モ デル)が 作 られ,そ れが新たな経験のふるいに掛け られて科学が
進歩 してい く。この点についてもまた,社 会科学 と自然科学とは基本的に同
じである。
科学がその経験的事実を手に入れ る 手続きとしては,「観測」と 「実験」
との二つが可能である。 自然現象についても 「観測」は重要な方法であ り,
社会現象についでも 「実験」が絶対に不可能なわけではない。過去か ら現在
まで,天 丈学や気象学はその大部分の経験を観測か ら得てきた し,最近の小
集団理論はそのデータをすべて実験か ら得ている。
それにもかかわ らず,こ れ ら二つの科学の間に方法上の大 きな相違がある
かのように考え られているのは何故であろ うか。それは,決 して,二 つの領
域の間に基本的 ・質的な 違いがあるか らと い うのではな く,相 対的に 言っ
て,社 会科学の分野ではコン トロールされた実験が困難であ り,自然科学の
分野ではそれが比較的容易である,と い う事情に基 くものである。同時にま
た,自 然現象はそれ 自体が極めて大規模である場合でも,そ れを他の人間に
危険を及ぼさないていどの小規模な実験に置 きかえることができることが少
くない。また,そ れを幾つかの要素現象に論理的に分解することによって,
実験可能な知識の組合せ としてそれを再構成するとい うことも,屡 々行なわ
れる。
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他方,社 会現 象にあ っては,実 験を行な うこと自体が,一 般 の多 くの人 々
に過大 な危険 と経 済的負担 とを負わせ る結果 とな り,社 会的に拒絶 され るこ
とにな る。 また,小 集団の実験 デ ータを積み重 ねて大集団 の理論を構 成 しよ
うとす る試み も,不 成功に終 りが ちであ る。但 し,こ の よ うな特 性が 自然現
象に は全 く存在 しない とい うので はな く,相 対的に言 って,社 会科学 の対象
とす る現象には,実 験を困難 にす る事情が伴 いがちであ る,と い うだけの こ
とで あ る。
実験 の困難 さが,社 会現象個有 の ものではないに して も,科 学 の進歩に と
って,観 測 デー タの豊富に得 られ ることが,欠 くことので きない条件であ る
ことには,何 の変 りもない。社 会科学が多数 のグ ラン ド・セオ リー(巨 大理
論)の 対立状況にあ り,経 験 に よる淘汰が極めて不十分であ るの も,観 測 デ
ータの不足がそ の最大の原因 とな っているとい って よいであろ う。 モデルを
デ ータに よって チ ェックす る 統計的理論 と手法 は,20世 紀に 入ってか ら急
速 に進歩 をみせてい る。大量 のデ ータについて これ らの統計学的計算を行な
うことので きる コンピ ューターはすで に実用の段階に到達 してい る。残 され
た問題 は,大 量の データを観 測 し,貯 蔵 し,社 会科 学者の要 求に安価に応 え
ることがで きる よ うな具体的 な対策 を考 え,実 行に移す ことだけである。そ
の よ うな試みの幾つかはす でに実験的 段階 に入 りつつあ る。
2.ミ ク ロ ・デ ー タに た い す る要 求
国民経済学 の分野に おいて,経 験 的デ ータが モデルを チ ェックす る役割 を
果す よ うになった のは,ケ イソズ ・モデルに よる所得分析理論が最初であ っ
た、 周知 の よ うに,こ の種のモデルは,国 民総生産 ・総投資 ・家計消費 な ど
のいわゆ る マク ロ諸量 につ いての モデルであ ること,従 って,変 数の数 が
少な く,モ デルの形式 も極めて簡単にな ること,を その大 きな特 徴 と してい
る。
変数 の数 を数個に抑 えた ことが,マ ク ロモデルの方程式を簡単に し,従 っ
て,そ のパ ラ メターの値を統計的に推定す ることを可能に した。それがひい
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ては,経 済政策 への実用 に耐 える理論を作 り上 げ ることを可能に したのであ
る。 とは い うものの,こ れ らのマ クロ的変数 の値 を計測す るためには,一 人
一人 の所得 ,一 つ一つ の企業 の投資を計測 して集計 しなければな らない。 マ
ク ロ数値その ものが客 観的 に存在す るわけではないのだか らそれを一つの測
定値 と して測定す ることは不可能で ある。
また,政 策的応用の面 で も,今 まで の ような マ クロ的政策が行 きづ ま り,
個 々人 の家計,個 々の産業 を対象に,い わゆ る 「きめの こまか い」政策 を実
行 に移 さない と,有 効な政策効果を 期待で きない よ うに な って きた。 ここ
に,ミ ク ロの理論 と,そ れを支 え る ミクロの観測 デ・」タにたいす る要求が高
まって きたのであ る。それ に もかか わ らず,従 来 の ように,ミ クロデ ータ を
集計 して,そ のマ クロ的集計値 だけを公表す るとい うや り方は,貴 重 な情報
の大部分を放棄す ることに外な らない。
事情 は社会科学 の他 の諸分野に おいて も同 じであろ う。人 口調査,世 論 調
査,意 識調査,交 通調査,等 々の どれを とってみ て も,極 端に少 ないサ ンプ
ル調査 の場合を除いて,ア グ リゲーシ ョンに よる情報喪失 の量 は極めて大 き
い。今後は,ま す ます大量 の ミクロデー タが集積 され るのであろ うが,わ れ
われ はそれを最 も有効に利用す るた めの さまざまな対策を予 め考 えて おかな
ければ な らな いであ ろ う。
3.デ ータの総 合 的 利 用
情報 の ロスをそれ ほ ど問題 に しなかった理 由 と しては,情 報にたいす る要
求が マク ロ変数 につ いての情報 であ った こと,小 標本 の理論が未発達 であ っ
た こと,を あげ ることがで きる。だか らといって,現 在の悉皆調査 をす べて
小標本調査 です まそ うとす る ことは,社 会 諸科 学の発展 に とって望 ま しい こ
ととはいえない。何故な らば,各 種 の ミク ロデ ータにたいす る要求は今 後 ま
す ます 増加す るで あろ うと思われ るか らであ る。 とはい うものの,ミ クロデ
ータにたいす る具 体的 な要求が発生 した ときに ,そ の度 ごとに大量 のデ ー タ
コレクシ ョンを 高い 経費をかけて 行な うとい うことは,容 易な ことでは な
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い。 しか も,過 去についての ミク ロ ・デ ータを新たに集め ることは,ほ とん
ど不可能 とい って よいであろ う。
ミクロデー タにたいす る要求 の増大 は,蒐 集すべ きデ ータの量 を増大 させ
る反面において,そ の増加率 を減少 させ る要 因を も生みだす。 それ は,今 後
ます ますモデルが ミク ロ化 してい くと同時 に,各 変数 の間の相互依存関係に
ついて もます ます細かい分 析が必要 とな るで あろ うか らで ある。従 って,所
得 ・消費 ・教育 ・意識?政 治 ・地理的環 境 ・文 化的環境,等 々のさまざまな
分 野の諸変数 の相互 の間 の関係について,新 たなモデルの作成 とそ のデ ー タ
に よる推定 ・検定が必要 とな って くるであろ う。
換言すれば,従 来の個別的要 求に答える ことだけを 自的 とす る個別的 デ ー
タは,今 後 ます ます,他 の 目的 のために集め られた個別的デ ータとの関係 と
い う新た な視点に立 って,利 用 され る機会がふ えて くるにちがいない。 しか
し,現 在の個別 的な ミク ロデ ータの内容そ のままでは,こ れ を他 の系列 の ミ
ク ロデータと関連 させ ることが不可能な ことが少 くない。居住 形態 と所得 と
の関連を調べ よ うと して も,住 宅調査 デ ータと所 得デ ータとを ミクロの段階
で対応 させ るた めには,こ の二つ のデー タ系 列を同 じ世 帯主 ごとに並べ なお
して コレー トしなければな らない。現 有のデ ータは,そ れに必要 な情報 を含
んではいない。 ま して,ア グ リゲー トされ た住宅統計 と,ア グ リゲー トされ
た所 得統 計 とか らは,そ れ らを どう操 作 してみ て も,研 究者又 は政策当局が
、要求す るよ うな住宅 と所得 との間の関数関係 を求め ることは,ほ とん ど不可
能で あ る。
異 な るデー タ系 列か らの情報 を利用す るには,各 系列 の調査対 象を対応 づ
け るに 十分 な情報を 予 め含めた形で 調査 しておかなけれ ばな らない。 この
対応づけ のための情報を 「連結 因子(linkageorcouPler)」と名づけ るな ら
ば,す べての ミク ロ調査 に先立 って,統 一 された コー ドに よる リンケージを
個票に記録 してお くことが必要 であ ろ う。
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4.リ ン ケ ー ジ に つ い て
リンケージの役割は,互 いに異な る幾つか の一次元的なデ ータ系列 を相互
に関係づけて,そ れを多次元的空間のなかに再配列す ることであ る。 あ らゆ
る変量 の間の相互依存関係 を計 測 した い とい う要求をかなえ よ うとす るな ら
ば,リ ンケージの数 もまた極 めて多数にな らざるをえない。従 って,少 数 の
最 も普遍 的な リソケージを予 め用意す るに留め,そ の他の リンケージにつ い
てはそれ を基本的 リン ケ ージか ら間接 的に作 り出す,と い うのが現実的な対
策 とい うべ きで あろ う。
そ のため の基本的 リンケージと して誰 が考 えてみて も当然に必要 と思 われ
るのは,時 ・人 ・場所 の三つであ る。 どの よ うな計測 デー タであ って も,そ
れが何時 ・どこで ・誰について計測 された ものであ るかを 明確 に しておか な
いと,後 の利 用がむつか しくな るで あろ うことは,誰 に も異論 はないで あろ
う。
「時」 につ いては,そ の精度 が まず問題 にな る。 国際標準時 の分単位 まで
明記 しておけば,正 確な リン クを期待す ることがで きる。 しか し,計 測技術
上それが 困難 な場合 も少 くないであろ う。 また,変 量 の性 格上,あ ま り細 か
い測定を してみて も意味が ない こともあ るで あろ う。 とはいえ,あ ま りプ ロ
ー ドな 単位 を使 うと,異 系列間 の時刻の 対応が とれな くな る 危険が あるの
で,国 際標準 に よる時(ア ワー)単 位を一つの スタンダー ドと し,必 要に よ
り分 又は秒単位 まで降 りる,と い うや り方が,基 準形式 と して採用 され るべ
きであ る。地方時 に よる表示が望 ま しいな らば,国 際標準時か らの簡単な換
算に よって,こ れ を求めることがで きる。今後 ます ます国家相互 間の交渉,
全地球 的な相互関係が大 き くな るにつれて,計 測時刻 の世界的規模におけ る
標 準化の必要 は,大 き くな るであ ろ う。
変量 に よっては,所 得 ・支出な どの よ うに,時 刻ではな く時 間(ピ リオ ド)
に よって測る必要 のあ るもの もあ る。 これ らにつ いて も,計 測時間を標準 化
してお くことが望 ま しい。理 想をいえば標準時か ら次の標準時 までの一時 間
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を単位 とす ることに した い。 しか し,測 定経 費,其 他 の条件を考慮す るな ら
ば,せ いぜ い,国 際標準時 の 零時か ら24時まで の1日 間を採用す るに とど
める ことにな らざるを えないであ ろ う。それ で もなお短かす ぎる とい うので
あれば,週 ・月 ・四半期 ・年等 の時間単位に よる計測 もやむをえないか も し
れ ない。だが,こ の場合に,計 測の始 めの時 点を特 定 の国際標準時にそ ろえ
ること,期 間の長 さをいつ も一定に保つ こと,長 い方の期間単位 が短 い方の
それの整数倍 であ ること,を 配慮 しない と,異 系列間の時 刻 ・時 間の対応づ
けがむつか しくなる。 これ らの問題を解決す る ことは,暦 の改正 とそ の国際
的採 用,に もつ なが る問題で もあ り,決 して容易ではない。それへ の第一歩
と して,統 計 デ ータの リン ケージだけにつ いてそ の ような国際的標準 化を期
待す ることは,そ れ ほ ど困難 な ことではないであろ う。
第二 の基本的 リソ ケージは,人(又 は事業所)で ある。調査対象が人間で
あ る場合に は,異 なった デ ータ系列を 同 じ人間について 組み合わせ たい と
い う要求が 生れ て くる。 それが 可能になれば,個 人の社 会行動につ いての
多 くの理論 の 検証可能に な るであろ う。 ア メリカ合衆 国では 社会保障番号
(SocialSecurityNumber)がそ の よ うな 目的のために使 われ ている し,北
欧諸国では生年 月 日を含 んで個 人番号が,す べての国民 にた い して,出 生 と
同時に与え られ る制度が,す でに実行に移 されてい る。
この種の国民番 号がすべ ての国民に与 え られ,人 にか んす る統計 デー タが
す べて この国民番 号を附記 して作成 され るな らば,既 存 の多 くのデ ータを個
人を中心 と して関連 づけ ることがで き,個 人 の行動様式 とそ の歴史につ いて
の豊富な 計量 モデルを 作 り上 げ ることが できるで あろ う。 アメ リカにおい
て,社 会保障番 号が そのまま納 税書類の番 号に使 用 され,国 防省 の兵役番 号
と して も使われ ている こと,周 知 の通 りで あ り,最 近 の人 口調査 に際 して も
この番 号が併 記 された。 ウイス コンシン大学 に よって行なわれた個人の投 資
行動に関す る調査WAIS(WisconsinAssetsandIncomesStudies)は,
この社会保障番号を リンケージと して,納 税資料 と社会保障資料 とを結 合す
る ことに よって始めて可能 とな ったので あ る。
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個人に関す る多 くのデ ータを一か所に集め る ことは,そ の人 の プライバ シ
ーに触 れ る可能性 もあ り,デ ータの秘密保護に関す る諸法規に違反す る催れ
もあ る。 この点は極 めて重要で あ るので,改 めて後段において論ず ることに
す る。
データが観 測された 「場所」については,従 来は,主 と して行政及び郵政
上 の便宜 に よって設け られた 「住所」 に よって表示 され るのを通例 と して き
た。 人間の手作業 に よって 観測 デー タを 地 図上に記す場 合には,こ の 「住
所」 に よる表示は,か な り高い効率 を もっている。 しか も,番 地 ・街 区 ・丁
目 ・町 ・区 ・市 とい う階層区分 がはつ き りしているので,ア グ リゲーシ コン
がや り易い。 しか し,こ れ を コソ ピューターに記憶 させ,デ ィスプ レイ又は
プ ロッターに よって 自動的 に 図表 化す るとい うことに なる と,「住所」 シス
テ ムは極 めて厄 介な代物 に転化す る。む しろ,あ る一点を原点 とす る二次元
座標を考 え,全 地域 を等間隔 の網 の 目で覆 い,観 測値 がそ の縦何番 ・横何番
の四角形の上 に位置す るかで表わ した方が,は るかに処理 が簡単に な る。 い
わゆ る メッシ ュ方式,あ るいは,地 域 コー ド(ジ オ ・コーデ ィング)方 式が
これであ る。
道路 計画 ・塵芥処理 ・交通 調査 ・大気汚 染デ ータ其他 の ような,行 政 区画
に制約 され ない地域デ ー タの表現形 式 と しては,こ の メッシ ュ方式がその事
後の処理 に とって便利であ り,こ の種 のデ ータの必要は,今 後 ます ます 増大
す るであろ う。
5.統 計 デ ー タ ・パ ソ ク
将来の統計調査が,社 会科学者及び行政当局の多 目的利用を 目標 として設
計 され,原 始データのままで保存 された としても,そ れを利用者に とって利
用 し易い形で提供するには,利 用者の立場に立ってのさまざまのサービスが
必要 となる。
まず第一に生のデータに含まれている多 くの誤記 と未記入データとを補卑
することに よって,利 用者に とっての情報価値をで きるだけ失わない ように
8 商 学 討 究 第23巻 第4号
しなければ な らない。原始記 入が リダソダン トなデ ータを含んでいるな らば
(例えば,収 入 の内訳 と合計),そ の重複情報を利用 して誤記 をチ ェック し,
或いは,記 入洩れを 補 うことがで きる。 単純 な誤記又は 転記誤 りにつ いて
も,そ れ が常識的 に取 り得 る値 の上限 ・下限 の外 にある ときは,誤 記 であ る
可能性 が極 めて高 く,そ れを他 のデータとの関連 を辿 る ことに よって,よ り
プ ロバ ブルな値 に改 める ことがで きるであろ う。
あ るデ ータが完全に脱落 してい る場 合で あ って も,同 ε調査対象につ いて
他 の多 くの項 目が正 しく記入 され ているな らば,そ れ らの諸項 目の間 に成 り
立 って1いると推 定 され る関数関係 を通 じて,か な りの確度 を以てその欠落値
を補 うことがで きるであろ う。
これ らの 手続 き(ク リーニング)は 極 めて 単調繰返 し的な 作業で あるの
で,こ れを プ ログ ラム化す る ことに よって,コ ソ ピューターに 自動処理 させ
る ことが望ま しい。修正又 は補充 された値 にたい しては,特 殊符号をつけ る
ことに よって,こ れを生のデ ータか ら区別で きるよ うに しておかなければ な
らない。
第二 に,提 供を受け る研究者 又は行政当局が,そ のデ ー タを直接 調査 した
機関 以外 の人 々であ ることを考えて,そ の調査 の手続 き,各 項 目の定義,ク
リーニングの方法,な ど,利 用者 に とって必要 と思われ る事項 を十分 明確に
述べた 解説(ド キ ュメンテーシ ョン)を 予 め 準備 して おか なければな らな
い。 日本人は,こ の よ うな手続 きを面倒臭が って真面 目にや ろ うと しない性
格を もってい るめで,特 に強調 してお く必要があ る。 この点 における進歩を
確 実な ものにす る 最 も良い対策 は,統 計 デ ータバ ンク,或 いは,統 計デ ー
タ ・アーカ イヴを独立 の公的機関 と して設 け ることである。
第三 に,デ ータを保管 す る機関が,利 用者 の要求す る再編集 ・統計 処理 を
行な った結果を利用者に提供す る ことが望ま しい。 これ には,ア ーカイヴ自
体が大型 コン ピューターを持ち,統 計処理 の専 門家 をかか えてい ることが前
提 とな る。それは,現 状 では困難で あ るか も しれな いが,将 来 はその よ うな
形態に もってい くよ うな努力をすべ きであろ う。
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それ が不 可能で あるな らば,少 な くとも,ア ーカ イヴは,利 用者 の要求す
るフ ォーマ ッ トを もつた穿孔 カー ドの形態で,デ ー タを提供 で きる施設を も
つべ きであ る。なぜ な らば,日 本 の大 学 ・研究所 ・官庁は,そ のほ とん どす
べ てが なん らかの コン ピューターを備 えてはい るけれ ども,そ の機種 は極め
て雑多で あ り,磁 気 テ ープ,デ ィス ク,紙 テ ープの記録形式 も互いに異なっ
ていて,互 換性 を欠 いているか らであ る。 お互 いに障害な しにデ ータを交換
で きるのは,今 の ところ,穿 孔 カー ド以外 にない。
穿孔 カー ドと して デ ータを提供す るためには,ア ーカイヴ 側で は,簡 単な
コンピューターと,磁 気テ ープ装置 と,カ ー ド読取 ・穿孔装置 とを もつ必要
が ある。 これだけの設 備があれば,カ ー ドを穿孔す る際に,オ リジナル ・フ
ォーマ ッ トを利用者 の要 求に よって変更 して カー ド化す る ことは容易で あ る
か ら,カ ー ド枚数が2万 枚以下で あれば,そ の よ うなサ ー ビスを積極的 に行
な うことはそれ ほ ど困難な ことではない。
コソ ピューター以前の研究者 に とっては,既 存統計資料へ の唯一 の接近 媒
体は,「 統計書」 だけであ った。 コソピューター処理 能力 を持つ現代の研究
者 に とっては 「統計書」 は苦 労の種で しか ない。なぜ な らば,そ れは,パ ン
チ ャーの手で カー ド化 され て始めて,マ シン ・リーダ ブルな データとな るか
らで ある。現在の穿孔 カー ドは,コ ンピューターの機種の違 いに よる影響 の
最 も少 いマシン ・リーダブルなデー タ媒体であ る。 しか しそれは,磁 気 テ ー
プか らカー ドへの打 ち出 しの速度が毎分500か ら1,000枚てい どと,か な り
遅い とい う悩み を もっている。磁気テ ープ又 は磁気 デ ィス クその ものが十分
な互換性 を もつ よ うな時代になれば,す べ てのデータは磁気 テ ープを媒体 と
して利用者 に提供 され る ようにな り,入 出力に ともな う時 間 ・経費 ・苦 労が
大幅に節約 で きる よ うにな るであろ う。
第 四に,利 用者 の要求す るデ ータの分類 方式に合 うよ うにそれを再編集す
るとい う作業は,場 合に よって極 めて面倒な仕事であ るので,そ の苦 労を少
な くす る よ うな工夫を しておか なければな らない。そ のために は,従 来 の統
計書 の よ うに,い くつかの次元(キ ー)に ついて,そ れを大項 目 ・中項 目 ・
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小項 目で分類 ・集計す る,と い うや り方では,不 十分 であ る。 デー タの管理
機関 は,自 己の所蔵す るデ ータについては,そ れを磁気 デ ィスクに転記 し,
適 当な(な るべ く多 くの)キ ーにつ いての多重 リス ト構造 を与 えてお くべ き
である。 こう しておけは,利 用者は,自 分 の特 殊な要求 に応 じた デー タ ・フ
ァイルを,マ シン ・リーダブルな形で ア ーカイヴか ら受取 ることがで きるで
あろ う。彼は,そ れ を,自 分 の支配下にあ る コン ピューターにそ のままイ ン
プ ッ トし,自 分の管理 下にある プログラムをそれに適用 して,解 答を 出す こ
とがで きる。 だが,こ の場合で も,デ ー タの管理者 と利用者 との間では,技
術的打合せ,媒 体の 物理 的運搬 な どにか な りの 時間を 割か なければな らな
い。 この労力を完全 に省 きた いので あれば,次 にのべ る よ うな完全な コン ピ
ューター ・ネ ッ トワークで セ ソターと利 用者 とを直接結 びつけ る ことにす る
よ り他に方法はないであろ う。
そ こで,第 五 の対策 と して,デ ータ保有者 と利用者 とを通 信回線で結ぶ こ
とを考えてみ よ う。 この種の コンピ ュー ター ・ネ ッ トワークには,大 別 して
二種類の形態 が可能で ある。その一つは,す べ てのデー タを一か所 に集 中管
理す るデ ータ ・センターを設け,そ こに超大型 コンピューターを置 き,全 国
に散在す る多数 の利用者の簡 易端 末装置 と通信 回線を経 由 して オンライ ンで
結合す る形態 であ る。各端 末か らは,デ ータの種類 と加工 プ ログラムの名称
を送信 し,す べ ての処理は セン ターの コン ピューターが引受け,結 果だけ を
端 末に送信す る。加工 プ ログ ラムは,典 型的 な ものについては,セ ンター側
で予 め用意 しておいて,利 用者 はそのナンバ ーを指定す るだけで よい ことに
しておけば,デ ータ及び プ ログラムの送受信 に要す る無駄 な時間 と通信費用
とを節約す る ことがで きる。特殊 プログ ラムについては,端 末か ら対話形式
で デバ ッグで きる よ うにす る ことも,可 能で ある。
第二 の形態は,デ ータの利用者が現在持 ってい る計算施設 をそ のまま利 用
し,そ れ らの間を通 信回線で結ぶ とい う形態 であ る。各機関 の手持の コン ピ
ューターの機種 は さまざまであ るか ら,相 互の間で信号をや り取 り し,必 要
があれば コー ドを変換す るた めの通信用小型 コン ピューターをそれぞれ一 台
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つつ用意 しておか なければな らない。 また,各 機関 は相手の プ ログラムを 自
分 の コン ピューターの 言語 に変換す る プ ログラムを 用意 しなければな らな
い。 これ らの準備 に若干 の時間 と費用 とを必要 とす る。 しか し,い った んネ
ッ トワークが出来上 って しまえば,そ れ は第一 の形態 と同 じよ うに使 うこと
もで きる し,各 機関の コンピ ューターの うち手の空いてい るところを探 して
そ こで処理す る,と い うや り方 も可 能になって くる。
日本 の大学 ・研究機 関 ・行政官庁間には,そ の よ うなネ ッ トワー クは未だ
作 られていない。 しか し,ア メ リカのUCLA,ス タンフォー ド,ラ ン ド,
ハ ーバ ー ド,カ ーネギ ー,MIT,イ リノイ大,ケ ース工大,な どの23の
大学 ・研究所 の コソ ピューター は,そ れぞれ の イ ンター フェス ・メッセー
ジ ・プ ロセサ ー(ハ ネ ウェルDDP-516)を経 由 して,す でにARPA(ア
ドバ ンス ト・リサ ーチ ・プ ロジ ェクツ ・エージ ェンシー)ネ ッ トワークを形
成 し,活 発 な相互利 用をす でに実行 に移 してい る。 日本 において も,同 じ形
態 を作 り上げ る ことがで きない理 由はないであ ろ う。
6.統 計 デ ー タの プライ バ シ ー保護 に つ い て
わが国の統計法は,集 め られたデータがその統計の本来の目的以外の諸 目
的(例 えば 課税)の ために 使われ ることのないことを 保証 している。 それ
故,統 計法に従 って集計 されたデータがデ・一タ ・バ ンクに集め られ,社 会科
学研究或いは当初の 目的以外の行政 目的のために使用 されるに当っては,法
律上の制約を十分に考慮に入れておかなければな らない。統計法によらない
各種の調査であって も,調査当局と被調査者との間には,デ ータの用途につ
いて,何 らかの契約又は了解にもとつ く制約が存在するのが普通である。
これ らの法規又は契約上の使途制限の範囲を どのていどまで拡大できるか
は,そ れぞれの具体的内容 と情況 とに依存するものであ り,一般的な線を引
くことは困難であろ う。 しか し,それを最も厳格に解釈すれば,最 初に合意
された 目的を一歩も出てはならないとい う線が引かれると同時に,情 報提供
者の不利益になることが積極的に証明されない限 りにおいて行政 ・研究上の
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目的のために自由に利用することが許され るとい うもう一つの線を引 くこと
ができるであろ う。現実の利用は,こ の二本の限界線の間で,適 当な点に定
まることになるであろ う。
とすれば,統 計データバンクの管理者と しては,そ の保管す るデータが,
提供者の不利益にならないように十分な措置を講ずる最少限度の義務がある
ことになる。 ことにそれが個人についての情報である場合,い わゆるプライ
バシー保護の問題と して慎重な対策が必要である。以下,デ ータ提供者の保
護 と利用者の公開要求とを如何に して調和させることができるかについて,
具体策を挙げて,考 えてみ よう。
第一の対策は,適 当な暗号化に よって,調 査対象を特定化(ア イデンテ ィ
ファイ)で きない ように す ることである。 旧 コー ドと 新 コー ドとの 対照表
(ディレク トリー)は,デ ータ管理者が厳重に保管 し,如 何なる上級機関の
要求があってもその提供を拒絶できる権限を与えておかなければな らない。
第二の対策は,小 規模のアグ リゲーシ ョンを施 した上で,デ ータを利用者
に提供する方法である。社会科学上の研究 目的にたい しては,こ れで十分で
ある場合が多い。経験上,三 つのサンプルを一つに合計すれば,そ れか ら個
別データを推計することは困難であるといわれている。また,集 計値を使っ
た場合に,そ れに各種の 統計学的操作を 加えて得 られ る結論がどれだけの
影響を受けるかについては,今 後の理論的 ・実証的研究を必要とするであろ
う。
(47.12.14)
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